
  

令和５年度北海道開発予算補正予算について 
 

国土交通省北海道局 

 

「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11月２日閣議決定）及
び「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年 12月 11日
閣議決定）に基づき、「地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上
と地方の成長を実現する」、「成長力の強化・高度化に資する国内投資を促進す
る」、「人口減少を乗り越え、変化を力にする社会変革を起動・推進する」及び
「国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する」ために必要な経
費を計上。 

 
Ⅰ．補正予算国費総額             １，６６１億円 
※計数については、一部重複があるため合計が一致しない。 

 
１．地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上と地方

の成長を実現する 

４１６億円 
 
・「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」（令和２年 12月８日ＴＰＰ等総合対策本部決

定）に基づき、国際競争力のある産地イノベーションの促進、次世代を担う経営

感覚に優れた担い手の育成、畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進、国

産材の国際競争力の強化及び国産材供給力の強化・国産材への転換、水産物輸出

促進のための基盤整備を実施。 

・生産性向上や民間投資の誘発等に資する港湾機能の強化。 

・民族共生象徴空間（ウポポイ）への誘客を通じた地方活性化を推進。 

・地域資源の活用による地域活性化を図るため、貝殻を利用したホタテ生産の安定

化等に関する調査を実施。     

・地域活性化を実現するかわまちづくり等の良好な水辺空間を創出。    等 

 
なお、上記のうち「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく施策の実施に必要な経費は、３８１億円で

ある。 

 
２．成長力の強化・高度化に資する国内投資を促進する 

                          １０億円 

 
・カーボンニュートラルの実現に貢献するため、道路照明のＬＥＤ化等による道路

施設の省エネ等の活用を実施。                    等 

 

 参 考 資 料 



  

３．人口減少を乗り越え、変化を力にする社会変革を起動・推進す

る 

                          ７１億円 

 
・デジタルライフライン構築等のための「道路システムのＤＸ」の推進。 

・こどもの安全な通行の確保に向けた道路交通環境の整備等の推進。 

・生産者の急減に備えた生産基盤の構造転換のため、省力化に対応した農業生産基

盤の整備・保全を実施。                       等 

 

 

４．国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する 

                      １，２１８億円 
 

 ・気候変動の影響による災害の激甚化・頻発化に対応するため、あらゆる関係者が協

働して取り組む「流域治水」等の考え方に基づき、ハード・ソフト一体となった事

前防災対策を加速化。 
 ・気候変動の影響により激甚化・頻発化する風水害や切迫する地震災害等に対応す

るため、港湾施設について、高潮・高波対策等を実施。 
 ・災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能を確保するため、高規格道路のミッ

シングリンクの解消、高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネッ

トワークの強化等を実施。 

・道路の通行止めのリスク解消や津波や洪水からの避難場所確保のため、河川に隣

接する道路構造物等の流失防止対策や法面・盛土対策、無電柱化、高架区間等を活

用した避難施設の整備等を実施。 
 ・予防保全型インフラメンテナンスへの転換を図るため、河川・ダム、道路、港

湾・漁港、海岸、公園、農業水利施設等の重要インフラについて、早期に対策が

必要な施設の修繕等を集中的に実施。 

 ・地域における防災・減災、国土強靱化を推進するため、地方公共団体の取組につ

いて重点的な支援を実施。 

 ・食料安全保障の強化に向けた構造転換のため、海外依存度の高い品目の生産拡大

を促進する農業生産基盤の整備を実施。                等 

 
 
Ⅱ．国庫債務負担行為（ゼロ国債） ３８１億円（事業費ベース） 

 

積雪寒冷地域などの地域の実情に応じた公共事業の発注措置として、いわゆるゼロ

国債（当該年度の支出はゼロであるが、年度内に契約発注が可能）により、効率的な執

行を促進。 
 
このほか、事業加速円滑化国債（防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に基づく大規模事業

等について、補正予算からスタートする国債を設定することにより、計画的かつ円滑な事業執行を促進する
ための国債。）として、５７億円（事業費ベース）を設定している。 



（単位：百万円）

Ⅰ 164,957 38,146

33,442 11,819
29,143 9,845
3,400 1,974
899 0

39,055 8,539

4,242 7,838
4,242 5,783

0 2,055

4,171 595
4,171 595

道 路 環 境 整 備 4,051 525
都 市 水 環 境 整 備 120 70

8,645 0
760 0
21 0

7,661 0
203 0

64,712 9,355
45,814 4,535
5,316 108
13,582 4,712

10,691 0
748 0
9,943 0

Ⅱ 76 0

Ⅲ 938 0

Ⅳ 94 0

166,065 38,146

令和５年度補正予算額

事　　　　項
ゼロ国債
（事業費）

国　費

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

北 海 道 開 発 事 業 費

治 山 治 水
治 水
治 山
海 岸

道 路 整 備

港 湾 空 港 鉄 道 等
港 湾
空 港

住 宅 都 市 環 境 整 備
都 市 環 境 整 備

防 災 ・ 安 全 交 付 金

下 水 道
水 道
廃 棄 物 処 理
国 営 公 園 等

農 林 水 産 基 盤 整 備
農 業 農 村 整 備
森 林 整 備
水 産 基 盤 整 備

社 会 資 本 総 合 整 備
社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

合　　　　計

北 海 道 開 発 計 画 推 進 等 経 費

アイヌ伝統等普及啓発等経費

そ の 他 一 般 行 政 費 等


